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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第20期までは希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、第21期中は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

営業収益 （千円） 2,974,472 3,165,193 3,586,696 6,929,430 7,592,625

経常利益 （千円） 139,560 143,598 138,673 362,070 441,984

中間（当期）純利益 （千円） 72,730 68,869 75,401 193,628 249,850

純資産額 （千円） 1,321,607 1,572,614 1,778,202 1,442,884 1,787,340

総資産額 （千円） 2,550,491 2,947,675 3,449,355 3,030,789 3,625,425

１株当たり純資産額 （円） 322,343.23 127,854.87 48,189.78 117,307.70 48,437.40

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 17,739.27 5,599.14 2,043.41 15,742.19 6,771.01

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 51.8 53.4 51.6 47.6 49.3

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー 

（千円） △122,619 △128,899 △94,539 337,065 397,161

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

（千円） △310,552 39,993 △7,784 △232,701 59,355

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

（千円） △16,234 △24,417 △36,474 △16,336 △24,525

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

（千円） 1,619,155 2,043,470 2,449,892 2,156,754 2,588,685

従業員数 (名) 100 104 110 103 113



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第20期までは希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、第21期中は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

営業収益 （千円） 2,974,472 3,165,193 3,586,696 6,929,430 7,592,625

経常利益 （千円） 138,981 147,041 142,651 357,056 439,938

中間（当期）純利益 （千円） 72,319 71,921 78,872 189,903 248,263

資本金 （千円） 312,000 312,000 312,000 312,000 312,000

発行済株式総数 （株） 4,100 12,300 36,900 12,300 36,900

純資産額 （千円） 1,303,264 1,554,010 1,758,429 1,421,227 1,764,096

総資産額 （千円） 2,526,942 2,920,281 3,420,361 3,003,870 3,591,151

１株当たり純資産額 （円） 317,869.35 126,342.31 47,653.92 115,546.98 47,807.50

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 17,638.83 5,847.30 2,137.46 15,439.29 6,728.01

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） － － － － －

１株当たり中間（年間）配当額 （円） － － 600 2,000 1,000

自己資本比率 （％） 51.6 53.2 51.4 47.3 49.1

従業員数 (名) 57 54 50 56 54



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、関係会社についても異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．当社グループは、旅行業以外の事業は営んでおらず、事業の種類別セグメントに係る記載は省略しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は、円満に推移しております。 

  

  

  平成18年３月31日現在

区分 従業員数（名）

旅行事業 110 

合計 110 

  平成18年３月31日現在

従業員数（名） 50 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、企業業績の改善や民間設備投資の増加などから引き続き回復基調で推移いたし

ました。 

 当社グループにおきましては、取扱地域が世界130ヶ国に及ぶ商品構成力、いわゆる「安・近・短」商品を取り扱わない営業

方針とが強味を発揮しうる環境にあるものと判断し、積極的な営業展開により、引き続き売上拡大基調を達成いたしました。 

 その結果、当中間連結会計期間の営業収益は35億86百万円（前年同期比13.3％増）、経常利益は１億38百万円（前年同期比

3.4％減）、中間純利益は75百万円（前期比9.5％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益が138,673千円発生

し、投資有価証券の売却による収入が132,390千円、営業未払金の減少62,408千円、法人税等の支払額88,177千円、定期預金の

預入による支出100,000千円等の要因により、当中間連結会計期間末2,449,892千円（前年同期比19.9％増）となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、94,539千円（前年同期比26.7％減）となりました。 

 これは、税金等調整前中間純利益138,673千円及び営業未払金の減少62,408千円、法人税等の支払額88,177千円等によるもの

であります。なお、季節的要因により、中間連結会計期間においては期首比較で旅行前受金・営業未払金が減少する傾向にあ

ります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、7,784千円（前年同期比－％）となりました。 

 これは主に、定期預金の預入による支出及び投資有価証券の売却等によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、36,474千円（前年同期比49.4％増）となりました。 

 これは配当金の支払によるものです。 

  



２【販売の状況】 

 当社グループは、旅行業を主たる事業としているため、生産及び受注の実績の記載は、該当がありません。従って、仕入実績

及び販売実績等についての区分記載を行っております。 

(1）仕入実績 

 （注） 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）販売実績 

ａ 商品別売上高は、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他売上は保険料手数料の収入であります。 

  

ｂ 添乗員付主催旅行の渡航先別旅行者数による販売実績は次のとおりであります。 

  

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

航空運賃 1,244,149 119.5 

地上費 1,509,215 120.6 

その他 210,435 113.5 

合計 2,963,800 119.6 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

旅行業 3,572,437 113.3 

その他売上 14,259 107.1 

合計 3,586,696 113.3 

区分 人数（人） 前年同期比（％） 

ヨーロッパＡ（南欧） 889 118.1 

ヨーロッパＢ（西欧） 294 103.5 

ヨーロッパＣ（東欧・ロシア） 373 102.5 

イスラム諸国 2,573 124.2 

アフリカ 446 133.1 

中南米 829 98.8 

北米 190 154.5 

インド 597 126.8 

アジア 893 83.1 

中国 450 86.0 

シルクロード 357 84.4 

オセアニア 348 108.8 

その他 87 93.5 

合計 8,326 108.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 147,600 

計 147,600 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 36,900 36,900 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株
式であり、権
利内容に何ら
限定のない当
社における標
準となる株式 

計 36,900 36,900 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年10月１日～ 
平成18年３月31日 

－ 36,900 － 312,000 － 175,600



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

井上 利男 東京都世田谷区 21,021 57.0 

㈲ホワイトサクセス 東京都世田谷区池尻4-22-13-104 3,960 10.7 

佐伯 剛 東京都品川区 900 2.4 

エイアイユーインシュアラン
スカンパニー オーアルディ
ー４プロド 
（常任代理人シティバンク・
エヌ・エイ東京支店） 

東京都品川区東品川2-3-14 450 1.2 

㈱ウイ・キャン 東京都港区北青山3-10-8 450 1.2 

鈴木 正泰 東京都三鷹市 371 1.0 

㈱ジャックリアルエステート 東京都新宿区市谷本村町2-21 360 1.0 

㈱広美 東京都中央区築地3-9-9 360 1.0 

井上 勝仁 神奈川県川崎市中原区 360 1.0 

出口 桂太郎 東京都世田谷区 300 0.8 

計 － 28,532 77.3 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,900 36,900
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 36,900 － － 

総株主の議決権 － 36,900 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

      平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 245,000 254,000 350,000 403,000 375,000 339,000 

最低（円） 203,000 230,000 231,000 318,000 251,000 282,000 



第５【経理の状況】 

  

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改

正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前

の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）及び

前中間会計期間（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）並びに当中間連結会計期間（自 平成17年10月１日 至 平

成18年３月31日）及び当中間会計期間（自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表

について、三優監査法人により中間監査を受けております。 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   1,843,143 2,249,488  2,388,319 

２ 営業未収入金   64,543 65,379  62,528 

３ 有価証券   200,326 200,403  200,366 

４ たな卸資産   18,166 19,988  15,521 

５ 旅行前払金   60,042 93,526  141,505 

６ 繰延税金資産   22,698 20,603  28,710 

７ その他   49,370 41,151  44,295 

貸倒引当金   △40 △40  △30 

流動資産合計   2,258,252 76.6 2,690,501 78.0  2,881,216 79.5

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※１ 8,391 0.3 6,671 0.2  7,886 0.2

２ 無形固定資産   4,341 0.1 3,981 0.1  4,215 0.1

３ 投資その他の資産      

(1）投資有価証券   452,734 410,965  502,690 

(2）敷金保証金   160,625 162,625  160,625 

(3）繰延税金資産   2,030 2,930  2,287 

(4）その他   61,299 171,678  66,503 

投資その他の資産
合計 

  676,689 23.0 748,200 21.7  732,106 20.2

固定資産合計   689,422 23.4 758,853 22.0  744,208 20.5

資産合計   2,947,675 100.0 3,449,355 100.0  3,625,425 100.0

       



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 営業未払金   197,779 254,169  316,578 

２ 未払法人税等   50,398 60,032  95,200 

３ 旅行前受金   906,402 1,152,807  1,155,222 

４ 賞与引当金   41,200 35,200  43,100 

５ 返品調整引当金   3,200 3,100  2,300 

６ その他   89,977 81,015  111,069 

流動負債合計   1,288,956 43.7 1,586,325 45.9  1,723,470 47.5

Ⅱ 固定負債      

１ 退職給付引当金   36,628 39,262  36,051 

２ 繰延税金負債   49,475 45,565  78,563 

固定負債合計   86,103 2.9 84,827 2.5  114,614 3.2

負債合計   1,375,060 46.6 1,671,152 48.4  1,838,084 50.7

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金   312,000 10.6 312,000 9.0  312,000 8.6

Ⅱ 資本剰余金   175,600 6.0 175,600 5.1  175,600 4.8

Ⅲ 利益剰余金   985,998 33.4 1,205,480 35.0  1,166,978 32.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  99,016 3.4 85,122 2.5  132,761 3.7

資本合計   1,572,614 53.4 1,778,202 51.6  1,787,340 49.3

負債及び資本合計   2,947,675 100.0 3,449,355 100.0  3,625,425 100.0

       



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益   3,165,193 100.0 3,586,696 100.0  7,592,625 100.0

Ⅱ 営業費用   2,477,857 78.3 2,963,800 82.6  6,042,192 79.6

営業総利益   687,336 21.7 622,896 17.4  1,550,433 20.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

     

１ 給与手当   216,294  236,466 445,042  

２ 広告宣伝費   113,541  101,256 216,303  

３ 地代家賃   26,678  26,678 53,357  

４ 減価償却費   1,796  1,448 3,977  

５ 賞与引当金繰入額   37,880  28,428 38,977  

６ 退職給付費用   6,443  3,048 8,249  

７ その他   167,796 570,432 18.0 162,316 559,644 15.6 377,145 1,143,053 15.1

営業利益   116,903 3.7 63,251 1.8  407,379 5.3

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息   275  338 614  

２ 受取配当金   6,507  6,034 14,644  

３ 有価証券売却益   22,133  88,490 25,772  

４ その他   2,356 31,273 1.0 1,129 95,993 2.7 3,297 44,327 0.6

Ⅴ 営業外費用      

１ 為替差損   4,578  20,092 5,648  

２ 新株発行費   －  － 4,074  

３ その他   － 4,578 0.2 479 20,571 0.6 － 9,722 0.1

経常利益   143,598 4.5 138,673 3.9  441,984 5.8

Ⅵ 特別利益   － － － － － － － － －

Ⅶ 特別損失      

１ 投資有価証券評価
減 

  16,500 16,500 0.5 － － － － － －

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  127,098 4.0 138,673 3.9  441,984 5.8

法人税、住民税及
び事業税 

  48,589  56,109 182,834  

法人税等調整額   9,639 58,228 1.8 7,162 63,271 1.8 9,299 192,134 2.5

中間（当期）純利
益 

    68,869 2.2 75,401 2.1  249,850 3.3

       



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    175,600 175,600  175,600

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   175,600 175,600  175,600

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    941,728 1,166,978  941,728

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間（当期）純利益   68,869 68,869 75,401 75,401 249,850 249,850

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   24,600 24,600 36,900 36,900 24,600 24,600

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   985,998 1,205,480  1,166,978

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間
（当期）純利益 

  127,098 138,673 441,984 

２ 減価償却費   1,796 1,448 3,977 

３ 貸倒引当金の増加・
減少（△）額 

  － 10 △10 

４ 賞与引当金の増加・
減少（△）額 

  △800 △7,900 1,100 

５ 返品調整引当金の増
加・減少（△）額 

  1,100 800 200 

６ 退職給付引当金の増
加・減少（△）額 

  2,703 3,211 2,126 

７ 受取利息及び受取配
当金 

  △6,783 △6,372 △15,258 

８ 為替差損・益（△）   △39 △5 59 

９ 有価証券売却損・益
（△） 

  △22,133 △88,490 △25,772 

10 投資有価証券評価減   16,500 － － 

11 出資金運用損・益
（△） 

  △1,322 479 △554 

12 営業未収入金の減
少・増加（△）額 

  4,993 △2,851 7,008 

13 たな卸資産の減少・
増加（△）額 

  △678 △4,466 1,966 

14 旅行前払金の減少・
増加（△）額 

  23,015 47,978 △58,447 

15 未収消費税等の減
少・増加（△）額 

  739 △267 △373 

16 その他資産の減少・
増加（△）額 

  38,469 569 43,008 

17 営業未払金の増加・
減少（△）額 

  △96,912 △62,408 21,886 

18 旅行前受金の増加・
減少（△）額 

  △46,545 △2,414 202,274 

19 その他負債の増加・
減少（△）額 

  △11,219 △30,706 15,145 

小計   29,981 △12,713 640,321 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前連結会計年度の要約キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

20 利息及び配当金の受
取額 

  6,810 6,350 15,274 

21 法人税等の支払額   △165,691 △88,177 △258,434 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △128,899 △94,539 397,161 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入によ
る支出 

  － △100,000 － 

２ 有形固定資産の取得
による支出 

  △901 － △2,201 

３ 無形固定資産の取得
による支出 

  △751 － △1,001 

４ 投資有価証券の取得
による支出 

  － △33,000 △51,500 

５ 投資有価証券の売却
による収入 

  43,133 132,390 120,780 

６ 敷金・保証金の取得
による支出 

  － △2,000 － 

７ 出資金の払戻による
収入 

  3,688 － 3,657 

８ 保険積立金による支
出 

  △5,175 △5,175 △10,379 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  39,993 △7,784 59,355 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 配当金の支払額   △24,417 △36,474 △24,525 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

  △24,417 △36,474 △24,525 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  39 5 △59 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △113,284 △138,793 431,931 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,156,754 2,588,685 2,156,754 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  2,043,470 2,449,892 2,588,685 

    



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社は、株式会社ユー

ラシアサービス１社でありま

す。 

同左 同左 

(2）非連結子会社はありません。     

２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 ２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左 連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。 

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

同左 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

投資事業有限責任組合出

資金については、当該投

資事業有限責任組合の直

近の決算書の当社持分割

合で評価 

その他については、移動

平均法による原価法 

なお、証券取引法の改正

により、従来、投資その

他の資産の「その他」に

含めて表示しておりまし

た投資事業有限責任組合

出資金は、当中間連結会

計期間より「投資有価証

券」に含めて表示してお

ります。 

投資事業有限責任組合出

資金については、当該投

資事業有限責任組合の直

近の決算書の当社持分割

合で評価 

その他については、移動

平均法による原価法 

投資事業有限責任組合出

資金については、当該投

資事業有限責任組合の直

近の決算書の当社持分割

合で評価 

その他については、移動

平均法による原価法 

なお、証券取引法の改正

により、従来、投資その

他の資産の「その他」に

含めて表示しておりまし

た投資事業有限責任組合

出資金は、当連結会計年

度より「投資有価証券」

に含めて表示しておりま

す。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

商品 商品 商品 

個別法による原価法 同左 同左 

貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

最終仕入原価法 同左 同左 

③ デリバティブ ③ デリバティブ ③ デリバティブ 

時価法 同左 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

定率法 同左 同左 

なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税

法に規定する方法と同一

の基準によっておりま

す。 

    

② 無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

② 無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

② 無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同左 同左 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

一般債権 一般債権 一般債権 

貸倒実績率法 同左 同左 

② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備え

るため、賞与の支給見込額

のうち当中間連結会計期間

に負担すべき額を計上して

おります。 

同左 従業員の賞与の支給に備え

るため、賞与の支給見込額

のうち当連結会計年度に負

担すべき額を計上しており

ます。 

③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当中間連結会計期間

末における退職給付債務に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

同左 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

④ 返品調整引当金 ④ 返品調整引当金 ④ 返品調整引当金 

出版物の返品による損失に

備えるため、返品実績率に

基づき、返品損失見込額を

計上しております。 

同左 同左 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(4）重要なヘッジ会計の方法 (4）重要なヘッジ会計の方法 (4）重要なヘッジ会計の方法 

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計

の方法 

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計

の方法 

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計

の方法 

繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

また、為替予約について、

振当処理の要件を満たす場

合は振当処理を行っており

ます。 

同左 同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

為替予約取引 同左 同左 

ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

営業費用に係わる外貨建

債務及び外貨建予定取引 

同左 同左 

③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

為替相場変動リスクを回避

する目的で実需の範囲内で

のヘッジを行っておりま

す。 

同左 同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動の累

計とヘッジ手段の相場変動

の累計とを半期ごとに比較

し、両者の変動額等を基礎

にして評価しております。 

同左 同左 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

（表示方法の変更） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間連結会計期間まで営業外収益

の「その他」に含めて表示していた

「受取配当金」は営業外収益の総額

の100分の10を超えたため、当中間

連結会計期間より区分掲記すること

としました。なお、前中間連結会計

期間の「その他」に含まれる受取配

当金は420千円であります。 

────── ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
  
  40,148千円

 
  43,168千円   41,953千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

―――――― ―――――― ―――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 
  
現金及び預金勘
定 

1,843,143千円

有価証券勘定 200,326千円

現金及び現金同
等物 

2,043,470千円

 
現金及び預金勘
定 

2,249,488千円

有価証券勘定 200,403千円

現金及び現金同
等物 

2,449,892千円

現金及び預金勘
定 

2,388,319千円

有価証券勘定 200,366千円

現金及び現金同
等物 

2,588,685千円



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（当中間連結会計期間） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

（前連結会計年度） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  取得原価 282,257千円

  中間連結貸借対照表計上額 432,733千円

  差額 150,476千円

  マネー・マネージメント・ファンド 200,326千円

  非上場株式 10,000千円

  投資事業有限責任組合出資金 10,000千円

  取得原価 215,850千円

  中間連結貸借対照表計上額 359,395千円

  差額 143,545千円

  マネー・マネージメント・ファンド 200,403千円

  非上場株式 43,000千円

  投資事業有限責任組合出資金 8,570千円

  取得原価 259,750千円

  連結貸借対照表計上額 483,631千円

  差額 223,881千円

  マネー・マネージメント・ファンド 200,366千円

  非上場株式 10,000千円

  投資事業有限責任組合出資金 9,059千円



（デリバティブ取引関係） 

１ 前中間連結会計期間（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

２ 当中間連結会計期間（平成18年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

３ 前連結会計年度（平成17年９月30日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、当社グループは、海外旅行及びこれに関

連する旅行傷害保険等のサービスを行う旅行業として、同一セグメントに従事しており、当該事業以外に事業種類がない

ため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する連結

子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度において、海外営業収益がないため該当事項はあり

ません。 

  



（１株当たり情報） 

  

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
１株当たり純資産
額 

127,854円87銭

１株当たり中間純
利益 

5,599円14銭

 
１株当たり純資産
額 

48,189円78銭

１株当たり中間純
利益 

2,043円41銭

１株当たり純資産
額 

48,437円40銭

１株当たり当期純
利益 

6,771円01銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年５月20日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間連結

会計期間における１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなりま

す。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

  
 
１株当たり純資産
額 

42,618円29銭

１株当たり中間純
利益 

1,866円38銭

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

中間（当期）純利益（千円） 68,869 75,401 249,850 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

68,869 75,401 249,850 

期中平均株式数（株） 12,300 36,900 36,900 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19第

２項に基づく新株引受

権１種類（目的となる

株式の数450株）。 

────── 旧商法第280条ノ19第

２項に基づく新株引受

権１種類（目的となる

株式の数1,278株）。

なお、連結会計年度末

において行使期間は満

了しております。 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

平成17年２月23日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

───── ───── 

１．平成17年５月20日をもって普通

株式１株につき３株に分割しま

す。 

    

(1）分割により増加する株式数     

普通株式     24,600株     

(2）分割方法     

 平成17年３月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき３株の割合をもって分割

します。 

    

２．配当起算日     

 平成16年10月１日 

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間連結会

計期間及び前連結会計年度におけ

る１株当たり情報並びに当期首に

行われたと仮定した場合の当中間

連結会計期間における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。 

    

  
前中間連結会計
期間 

当中間連結会計
期間 

前連結会計年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

35,815円91銭 42,618円29銭 39,102円57銭 

１株当たり中間
純利益 

１株当たり中間
純利益 

１株当たり当期
純利益 

1,971円03銭 1,866円38銭 5,247円40銭 

 
 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 
当中間会計期間末
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   1,791,281  2,197,834 2,330,778  

２ 営業未収入金   64,543  65,379 62,528  

３ 有価証券   200,326  200,403 200,366  

４ たな卸資産   18,166  19,988 15,521  

５ 旅行前払金   60,042  93,526 141,505  

６ 繰延税金資産   19,430  16,426 24,497  

７ その他   49,370  41,151 44,295  

８ 貸倒引当金   △40  △40 △30  

流動資産合計   2,203,121 75.4 2,634,670 77.0  2,819,462 78.5

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※１ 8,309 0.3 6,589 0.2  7,804 0.2

２ 無形固定資産   4,191 0.2 3,831 0.1  4,065 0.1

３ 投資その他の資産      

(1）投資有価証券   452,734  410,965 502,690  

(2）関係会社株式   30,000  30,000 30,000  

(3）敷金保証金   160,625  162,625 160,625  

(4）その他   61,299  171,678 66,503  

投資その他の資産
合計 

  704,659 24.1 775,269 22.7  759,819 21.2

固定資産合計   717,159 24.6 785,690 23.0  771,688 21.5

資産合計   2,920,281 100.0 3,420,361 100.0  3,591,151 100.0

       

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１ 営業未払金   203,335  261,377 325,914  

２ 未払法人税等   50,000  59,700 94,000  

３ 旅行前受金   906,402  1,152,807 1,155,222  

４ 賞与引当金   34,000  26,000 34,000  

５ 返品調整引当金   3,200  3,100 2,300  

６ その他   88,585  81,624 106,960  

流動負債合計   1,285,523 44.0 1,584,609 46.3  1,718,397 47.9

Ⅱ 固定負債      

１ 退職給付引当金   31,271  31,757 30,094  

２ 繰延税金負債   49,475  45,565 78,563  

固定負債合計   80,747 2.8 77,322 2.3  108,657 3.0

負債合計   1,366,270 46.8 1,661,931 48.6  1,827,055 50.9



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成17年３月31日） 
当中間会計期間末
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金   312,000 10.7 312,000 9.1  312,000 8.7

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   175,600  175,600 175,600  

資本剰余金合計   175,600 6.0 175,600 5.1  175,600 4.9

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   1,435  1,435 1,435  

２ 中間（当期）未処
分利益 

  965,958  1,184,272 1,142,300  

利益剰余金合計   967,393 33.1 1,185,707 34.7  1,143,735 31.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  99,016 3.4 85,122 2.5  132,761 3.7

資本合計   1,554,010 53.2 1,758,429 51.4  1,764,096 49.1

負債・資本合計   2,920,281 100.0 3,420,361 100.0  3,591,151 100.0

              



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益   3,165,193 100.0 3,586,696 100.0  7,592,625 100.0

Ⅱ 営業費用   2,476,598 78.2 2,962,400 82.6  6,043,934 79.6

営業総利益   688,595 21.8 624,296 17.4  1,548,691 20.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  568,248 18.0 557,066 15.5  1,143,958 15.1

営業利益   120,346 3.8 67,229 1.9  404,733 5.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 31,272 1.0 95,993 2.7  44,927 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 4,578 0.1 20,571 0.6  9,722 0.1

経常利益   147,041 4.7 142,651 4.0  439,938 5.8

Ⅵ 特別利益   － － － －  － －

Ⅶ 特別損失 ※３ 16,500 0.6 － －  － －

税引前中間（当
期）純利益 

  130,541 4.1 142,651 4.0  439,938 5.8

法人税、住民税及
び事業税 

  48,489  56,009 180,684  

法人税等調整額   10,130 58,619 1.8 7,769 63,779 1.8 10,990 191,674 2.5

中間(当期)純利益   71,921 2.3 78,872 2.2  248,263 3.3

前期繰越利益   894,036 1,105,400  894,036 

中間（当期）未処
分利益 

  965,958 1,184,272  1,142,300 

              



（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）たな卸資産 (1）たな卸資産 (1）たな卸資産 

商品 商品 商品 

個別法による原価法 同左 同左 

貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

最終仕入原価法 同左 同左 

(2）有価証券 (2）有価証券 (2）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

同左 期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

投資事業有限責任組合出資

金については、当該投資事

業有限責任組合の直近の決

算書の当社持分割合で評価 

その他については、移動平

均法による原価法 

なお、証券取引法の改正に

より、従来、投資その他の

資産の「その他」に含めて

表示しておりました投資事

業有限責任組合出資金は、

当中間会計期間より「投資

有価証券」に含めて表示し

ております。 

投資事業有限責任組合出資

金については、当該投資事

業有限責任組合の直近の決

算書の当社持分割合で評価 

その他については、移動平

均法による原価法 

投資事業有限責任組合出資

金については、当該投資事

業有限責任組合の直近の決

算書の当社持分割合で評価 

その他については、移動平

均法による原価法 

なお、証券取引法の改正に

より、従来、投資その他の

資産の「その他」に含めて

表示しておりました投資事

業有限責任組合出資金は、

当事業年度より「投資有価

証券」に含めて表示してお

ります。 

(3）デリバティブ (3）デリバティブ (3）デリバティブ 

時価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 同左 同左 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

    

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

(2）無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同左 同左 



前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

一般債権 一般債権 一般債権 

貸倒実績率法 同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、賞与の支給見込額のう

ち当中間会計期間に負担すべ

き額を計上しております。 

同左 従業員の賞与の支給に備える

ため、賞与の支給見込額のう

ち当期に負担すべき額を計上

しております。 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務に基づき、当

中間会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務に基づき、当事業

年度末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

(4）返品調整引当金 (4）返品調整引当金 (4）返品調整引当金 

出版物の返品による損失に備

えるため、返品実績率に基づ

き、返品損失見込額を計上し

ております。 

同左 同左 

４ ヘッジ会計の方法 ４ ヘッジ会計の方法 ４ ヘッジ会計の方法 

(1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法 

(1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法 

(1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の

方法 

繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

また、為替予約について、振

当処理の要件を満たす場合は

振当処理を行っております。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

為替予約取引 同左 同左 

ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

営業費用に係わる外貨建債

務及び外貨建予定取引 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

為替相場変動リスクを回避す

る目的で実需の範囲内でのヘ

ッジを行っております。 

同左 同左 



  

（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 (4）ヘッジの有効性評価の方法 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動の累計

とヘッジ手段の相場変動の累

計とを半期ごとに比較し、両

者の変動額等を基礎にして評

価しております。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて表

示しております。 

同左 税抜方式によっております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年３月31日） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
  
  38,582千円

 
  41,601千円   40,387千円

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの 
  

受取利息 227千円

有価証券売却
益 

22,133千円

受取配当金 6,507千円

 
受取利息 291千円

有価証券売却
益 

88,490千円

受取配当金 6,034千円

受取利息 516千円

有価証券売却
益 

25,772千円

受取配当金 14,644千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの 
  

為替差損 4,578千円
 

為替差損 20,092千円 為替差損 5,648千円

※３ 特別損失のうち重要なもの ※３ 特別損失のうち重要なもの ※３ 特別損失のうち重要なもの 

投資有価証券
評価減 

16,500千円 ────── ────── 

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 1,508千円

無形固定資産 288千円

 
有形固定資産 1,214千円

無形固定資産 233千円

有形固定資産 3,312千円

無形固定資産 664千円



（有価証券関係） 

前中間会計期間 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  該当事項はありません。 

  

当中間会計期間 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  該当事項はありません。 

  

前事業年度 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
１株当たり純資産
額 

126,342円31銭

１株当たり中間純
利益 

5,847円30銭

 
１株当たり純資産
額 

47,653円92銭

１株当たり中間純
利益 

2,137円46銭

１株当たり純資産
額 

47,807円50銭

１株当たり当期純
利益 

6,728円01銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年５月20日付で株

式１株につき３株の株式分割を行っ

ております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

  
 
１株当たり純資産
額 

42,114円10銭

１株当たり中間純
利益 

1,949円10銭

  

  
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

中間（当期）純利益（千円） 71,921 78,872 248,263 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

71,921 78,872 248,263 

期中平均株式数（株） 12,300 36,900 36,900 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19第

２項に基づく新株引受

権１種類（目的となる

株式の数450株）。 

────── 旧商法第280条ノ19第

２項に基づく新株引受

権１種類（目的となる

株式の数1,278株）。

なお、事業年度末にお

いて行使期間は満了し

ております。 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

平成17年２月23日開催の当社取締役

会の決議に基づき、次のように株式

分割による新株式を発行しておりま

す。 

────── ────── 

１．平成17年５月20日をもって普通

株式１株につき３株に分割しま

す。 

    

(1）分割により増加する株式数     

普通株式     24,600株     

(2）分割方法     

 平成17年３月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき３株の割合をもって分割

します。 

    

２．配当起算日     

 平成16年10月１日 

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

    

  
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

35,318円82銭 42,114円10銭 38,515円66銭 

１株当たり中間
純利益 

１株当たり中間
純利益 

１株当たり当期
純利益 

1,959円87銭 1,949円10銭 5,146円43銭 

 
 



(2）【その他】 

 平成18年５月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……22百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………600円 

（注）平成18年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第20期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年６月15日

株式会社ユーラシア旅行社     

  取締役会 御中     

  三 優 監 査 法 人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田  純  印 

  業務執行社員   公認会計士 岩田 亘人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユーラシア旅行社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16

年10月１日から平成17年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ユーラシア旅行社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年６月14日

株式会社ユーラシア旅行社     

  取締役会 御中     

  三 優 監 査 法 人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田  純  印 

  業務執行社員   公認会計士 岩田 亘人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユーラシア旅行社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17

年10月１日から平成18年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ユーラシア旅行社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年６月15日

株式会社ユーラシア旅行社     

  取締役会 御中     

  三 優 監 査 法 人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田  純  印 

  業務執行社員   公認会計士 岩田 亘人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユーラシア旅行社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第20期事業年度の中間会計期間（平成16年

10月１日から平成17年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ユーラシア旅行社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成16年10月１日から平成17年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年６月14日

株式会社ユーラシア旅行社     

  取締役会 御中     

  三 優 監 査 法 人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田  純  印 

  業務執行社員   公認会計士 岩田 亘人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユーラシア旅行社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第21期事業年度の中間会計期間（平成17年

10月１日から平成18年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ユーラシア旅行社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準

を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/45
	pageform2: 2/45
	form1: EDINET提出書類  2006/06/16 提出
	form2: 株式会社ユーラシア旅行社(671054)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/45
	pageform4: 4/45
	pageform5: 5/45
	pageform6: 6/45
	pageform7: 7/45
	pageform8: 8/45
	pageform9: 9/45
	pageform10: 10/45
	pageform11: 11/45
	pageform12: 12/45
	pageform13: 13/45
	pageform14: 14/45
	pageform15: 15/45
	pageform16: 16/45
	pageform17: 17/45
	pageform18: 18/45
	pageform19: 19/45
	pageform20: 20/45
	pageform21: 21/45
	pageform22: 22/45
	pageform23: 23/45
	pageform24: 24/45
	pageform25: 25/45
	pageform26: 26/45
	pageform27: 27/45
	pageform28: 28/45
	pageform29: 29/45
	pageform30: 30/45
	pageform31: 31/45
	pageform32: 32/45
	pageform33: 33/45
	pageform34: 34/45
	pageform35: 35/45
	pageform36: 36/45
	pageform37: 37/45
	pageform38: 38/45
	pageform39: 39/45
	pageform40: 40/45
	pageform41: 41/45
	pageform42: 42/45
	pageform43: 43/45
	pageform44: 44/45
	pageform45: 45/45


